
JSCA関西脱炭素推進委員会第１回企画

脱炭素について学ぶ会
－脱炭素に関する世界と日本の動向－

2025年3月5日 15:00開始 16:30終了予定

JSCA関西 脱炭素推進委員会



プログラム
• 15:00～（5分） 開会あいさつ（前川）

• 15:05～（20分） 脱炭素に関する世界の動向（橋本）

• 15:25～（20分） 脱炭素に関する日本の動向（岡田）

• 15:45～（時間の許す限り）

脱炭素に関するディスカッション

終了予定：16:30



JSCA関西 Salon @ JSCA KANSAI OFFICE
JSCA関西サロン／JSCA会員間の交流の場

2025.3.5 Wed.
OPEN 17:30 CLOSE 20:00
JSCA関西事務所をJSCA会員に開放し、会員間の交流を促す場を提供します。
有志による店長がテーマを決めてBARを開店します。

脱炭素について
知りたい！
エンジニアの集い

BAR MAEKAWA
お品書き

缶ビール、缶チューハイ、缶ハイボール：200円
ジュース・コーヒー+お菓子：100円

おつまみ各種：100円
お茶、お水：無料

持ち込みOK、差し入れ大歓迎です！

今回は脱炭素について知りたい！という思いを持つエンジニアの集いです。
BAR MAEKAWAでは、脱炭素をテーマにしながらも、脱炭素を酒のつまみにし
ても楽しくないので、脱炭素に関わらない話題も含めてワイワイガヤガヤ盛り上がり
ましょう。 少し脱炭素のことが気になっている構造エンジニアの皆さん、少し脱炭素
のことを知っている構造エンジニアと話してみたいという人など、誰でもOK！
この機会に一度、JSCA関西に遊びに来られませんか？
申し込みは不要。ぷらっと1杯軽く飲んで帰るのもOK。お気軽にどうぞ！

店長募集中！（事務局まで）
脱炭素推進委員長

前川 元伸



脱炭素推進委員会
2024年6月設立
【目的】
脱炭素社会の実現に
向けた構造技術者の
社会貢献を推進すべく、
会員の脱炭素リテラ
シーを強化するとともに、
会員の技術力向上を
図る

出典：Structure Kansai No.163(2024.10月号)



（ご容赦ください）
•我々、脱炭素推進委員会メンバーは、脱炭素の専門家
ではありませんので、詳しいことは知りません。

•すべての資料は一般に閲覧できるHP等からの引用です。
資料の正確性などは検証できません。

我々がお伝えできるのは「こういう情報がありますよ」
というところまでです。ご容赦ください。



次回以降について
•概ね、半年後（2025年9月頃?）に第2回を行う予定です。

•さらに半年ペースで第4回までを予定しています。

•今後のテーマ予定は、以下の通りです

構造材料（con、鉄、木）のCO2原単位

ZEBについて



JSCA関西 脱炭素について学ぶ会
話題提供1

脱炭素に関する世界の動向

2025.3.5
北條建築構造研究所 橋本宗明



気候変動問題

雪氷の融解による海水面の上昇、熱
波、干ばつ、寒波、洪水などの影響、
生態系への影響、食料や健康など人
間への影響が懸念される

現在問題になっている気候変動は、
人間の活動による地球温暖化が要因

世界の平均気温は2020年時点で、産
業革命以前（1850～1900年の平均
で近似）と比べ、既に約1.1℃上昇
今後、更に気温上昇していく予測

出典）IPCC第6次評価報告書
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

人間活動により世界の平均気温が
約1.1℃上昇
地球は確実に温暖化している！
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地球温暖化
地球温暖化の主な要因は、産業革命以降の化石燃料の大量消費によるCO2の増加。

出典）環境省ウェブサイト地球温暖化の現状より

産業革命が始まった頃(1750年頃)のCO2
濃度は約280ppm
2023年CO2濃度は約420ppmで1.5倍に！
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世界のCO2排出量とエネルギー消費量

出典）EDMC／エネルギー・経済統計要覧2024年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

世界のCO2排出量の約３分の１は中国
中、米、印の３か国で50％強を占める

出典）BP統計2019
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より
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一次エネルギーとは、自然から直接
採取できるエネルギーのこと

エネルギー起源のCO2排出量
削減がカギとなる



CO2排出量と平均気温の予測

出典）IPCC第6次評価報告書
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

出典）IPCC第6次評価報告書
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

化石燃料に依存し続けると
最大5.7℃上昇

4000億㌧÷330億㌧/年≒12年で
1.5℃上昇を超える！
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2024年世界の平均気温が
産業革命前と比べて

1.55℃上昇
単年で初めて1.5℃を超える！



気温上昇の程度によって異常気象の頻度や強度が変わる

極端な高温

大雨

干ばつ
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気温上昇にともなって、異常気象の頻度、
強度は、加速度的に増大する



気候変動による将来のリスクと現状

出典）IPCC第5次評価報告書
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

出典）IPCC第5次評価報告書
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）より

すでに世界中で気候変動の影響が
確認されている
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世界の自然災害による経済損失（2019） 7／17



世界の自然災害による経済損失（2019）

台風19号と台風15号の
経済損失が世界1位,3位。
250億米ドルの損失

1970年から2019年まで
の50年間の経済損失3兆
6400億ドル（約400兆円）
200万人以上が死亡
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脱炭素（カーボンニュートラル）とは

世界の人為起源の温室効果ガス排出
量に占めるガスの種類別の割合

出典）環境省 脱炭素ポータル ウェブサイトより

温室効果ガス排出量をゼロにすることではない！
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出典）SDGs CONNECT ウェブサイトより

カーボンニュートラル
二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」
から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差し
引いて、合計を実質的にゼロにすること。



気候変動問題の国際的な枠組

COPとは、締約国会議（Conference of the Parties）の略。国際条約の加盟国でつくる
最高決定機関。ここでいうCOPは、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）のCOPのこと。
198か国・機関が参加する気候変動に関する最大の国際会議。

出典）環境省 脱炭素ポータル ウェブサイトより

近年は毎年開催

COP29
アゼルバ
イジャン
で開催
（2024）

COP30
エジプト
で予定

（2025）
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IPCCとは、国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 
Change）の略。人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技
術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、1988年に国連環境
計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設立された組織。

IPCC
設立

(1988)



気候変動問題の国際的な枠組

京都議定書
1997年に開催されたCOP3で採択された京都議定書は、先進国が温室効果
ガスの排出量を削減することを約束する国際的な枠組み。この議定書では、
先進国は2012年までに排出量を削減する目標を設定することが求められ、
気候変動に対する国際的な取組の歴史的な転換点となる。

パリ協定
2015年のCOP21では採択されたパリ協定は、京都議定書に代わる、2020
年以降の温室効果ガス排出削減のための新たな国際的な枠組み。気候変
動に関する初の法的拘束力のある国際的な条約であり、2020年以降も世
界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より低く、1.5℃に抑える
よう努力することが決まりました。
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年限を区切ったカーボンニュートラルを表明した国
157カ国・１地域。全世界のCO2排出量に占める割合79％（2021年11月時点）

出典）経済産業省 資源エネルギー庁 ウェブサイトより

アメリカのパリ協定離脱
79％→65％(2025.01) ブータンは唯一のCN達成国
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各国の削減目標と進捗状況

出典）国内外の最近の動向
について（報告）| 環境省
より

2035年度60％、2040年度73％削減
目標を盛り込んだ温暖化対策計画を
決定し、国連に提出。(2025.02)
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GHGは、温室効果
ガス(Greenhouse 
Gas)のこと



カーボンニュートラルに向けた各国の政策の方向性 14／17主要国の政策動向概要1

化石燃料から脱却

再エネ促進

次世代燃料: ｸﾞﾘｰﾝ水素

燃料のSAF化

新エネ車(EV/FCV/PHV)
へシフト

国内法制定、宣言
CN関連予算



15／17主要国の政策動向概要2

バイオマス発電



各国の削減進捗状況

日本は2050年
の目標に向け、
着実に削減

欧米は上振れ

出典）COP28について
GX実行会議（第9回）
| 環境省より
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まとめ

・産業革命以降、大気中のCO2濃度は1.5倍になり、地球の平均
気温は約1.1℃上昇

・地球温暖化による気候変動で、世界規模で自然災害が激甚化
経済損失は50年間で400兆円、死者数は200万人

・カーボンニュートラルとは、温室効果ガスの排出量から吸収
量を差し引いた合計を実質ゼロにすること

・将来の平均気温上昇が1.5℃を大きく超えないようにするため
には、2050年カーボンニュートラルの達成が必要

・温室効果ガス削減の進捗状況は、日本は2050年のカーボン
ニュートラルに向け着実に削減。欧米は、削減目標に対して
上振れ
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その他資料







JSCA関西 脱炭素について学ぶ会

話題提供２

脱炭素に関する日本の動向

2025.3.5
日建設計 岡田健

1



脱炭素に関する日本の動向：2050年カーボンニュートラル（CN）宣言

令和2年（2020年）10月26日 第203回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説
（首相官邸HP）

首相官邸HPより

2050年までにCN、脱炭素社会の実現

 「経済と環境の好循環」が成長戦略の柱
 鍵は革新的なイノベーション
 グリーン投資の更なる普及
 環境関連分野のデジタル化
 省エネルギーを徹底
 再生可能エネルギーを最大限導入

三 グリーン社会の実現
菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会

の実現に最大限注力してまいります。
我が国は、二〇五〇年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

る、すなわち二〇五〇年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す
ことを、ここに宣言いたします。
もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積極的に温暖

化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長に
つながるという発想の転換が必要です。
鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとした、

革新的なイノベーションです。実用化を見据えた研究開発を加速度的に促進
します。規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進め
るとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と地方で検討を行う新たな場を
創設するなど、総力を挙げて取り組みます。環境関連分野のデジタル化によ
り、効率的、効果的にグリーン化を進めていきます。世界のグリーン産業を
けん引し、経済と環境の好循環をつくり出してまいります。
省エネルギーを徹底し、再生可能エネルギーを最大限導入するとともに、

安全最優先で原子力政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確立し
ます。長年続けてきた石炭火力発電に対する政策を抜本的に転換します。
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京都議定書
（2005発効）

1997

COP：国連気候変動枠組条約締約国会議（毎年開催）

2020年までの
枠組

IPCC：気候変動に関する政府間パネル(設立：1988) 評価報告書

第1次

1990

第2次

1995

第3次

2001

第4次

2007

第5次

2014

第6次

2023

• 195か国・地域が参加
• 気候変動に関する最新の科学的知見について報告書にとりまとめ
• 政策決定の基礎情報として引用されているが、IPCC自体は政策的
に中立であり特定の政策提案を行わない

脱炭素に関する日本の動向：カーボンニュートラル宣言に至るまで

2015

パリ協定
（2016発効）

菅首相
CN宣言

2020

地球温暖化対策
推進大綱

1998

地球温暖化対策推進本部
世界で初めてとなる気候
変動問題に関する取り決め

気候変動枠組条約
(1994発効)

1992
COP3 COP21UNFCC

京都議定書
第1次拘束期間

2008 2012

2020年以降の
枠組

パリ協定によって日本の脱炭素政策が加速
2016年：地球温暖化対策計画
2019年：パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略
2021年：地球温暖化対策計画改訂

1998年
地球温暖化対策
推進法制定

3

産業革命後の気温上昇
1.5℃に抑える目標



脱炭素に関する日本の動向：地球温暖化対策推進法改正

地球温暖化対策推進法
 国、地方公共団体、事業者、国
民が一体となって地球温暖化対
策に取り組むための枠組みを定
めた法律

 京都議定書の採択時に制定
 国際的な流れに合わせて改正

CN宣言を受けて対策を強化

（環境省HP）
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脱炭素に関する日本の動向：地球温暖化対策計画改定

従来目標（2030年▲26%）を大幅に見直して2030年▲46%を目指す。

 基準は2013年
 再エネの拡大、住宅や建築物の省エネ基準への適合義務付けを拡大
 2兆円基金により、水素・蓄電池など重点分野の研究開発および社会実装を支援
 2030年度までに100以上の「脱炭素先行地域」を創出

2013年

（環境省HP）
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脱炭素に関する日本の動向：具体的な国の取組（脱炭素ポータルより）

グリーン成長戦略
（経済産業省）

地域脱炭素
（環境省）

脱炭素経営
（環境省）

脱炭素ポータル｜環境省
6

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/


地方自治体における脱炭素化への取組：ゼロカーボンシティ宣言

都道府県46/47=98%
市区町村1081/1741=62%

 首長が宣言
 実現に向けた基盤整備のた
めの国の支援が受けられる

（環境省HP） 7



民間企業における脱炭素化への取組：GXへの投資

（北九州GX推進コンソーシアムHPより「経産省：GX実現に向けた基本方針 参考資料」から作成）

GX＝ｸﾞﾘｰﾝ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ

2022年 岸田総理を議長
としてGX実行会議設置

2023年 GX実現に向けた
基本方針を閣議決定し
今後10年間に約150兆円の
官民GX投資の実現を表明

住宅・建築は省エネが大命題 躯体関係は木造に注目
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民間企業における脱炭素化への取組：脱炭素経営宣言

（環境省HP）

企業の
環境関連

情報開示の枠組

企業の
温室効果ガス

排出削減目標を認定

事業を100%
再エネで賄うことを
目標とする企業連合

事業者単体だけでなく、
サプライチェーンの排出量削減も

求められる
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民間企業における脱炭素化への取組：脱炭素経営宣言

（環境省HP）

建設業も多数認定を受けている
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ここまでのまとめ 脱炭素に関する日本の動向

京都議定書(1997)→ パリ協定(2015)→ 菅首相CN宣言(2020)

産業革命以前からの温度上昇を1.5℃までに抑えることが目標

 2030年に2013年比で46%削減、2050年にCN達成

グリーン成長戦略によるイノベーション創出

グリーン投資を含めた脱炭素経営支援で企業の取組を促進
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建設分野における脱炭素化への取組：CO2排出量の現状

建築
36%他産業

64%
オフィスビルの
エネルギー消費

13%

住宅のエネルギー消費
11%

オフィスビルの建設 6%
住宅の建設 5%

修繕 1%

建設資材製造および建設時の排出量
全体の約11%

日本の総CO2排出量：1,190（百万トン/年)…2017年

日本建築学会シンポジウム（2022）
「カーボンニュートラル実現に建築分野はどう対応すべきか」資料を参考に作成

運用時の排出量
全体の約24%

日本の総CO2排出量の約1/3が建築分野
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建設分野における脱炭素化への取組：サプライチェーン排出量

重要なのは
Scope3

＝関連他社の排出量

（環境省：グリーン・バリューチェーン・
プラットフォームHP）

Scope3が9割

Scope2
2.6%

Scope1
6.2%

サプライチェーン：
原料調達から製造、物流、販売、
廃棄に至る、企業の事業活動の
影響範囲全体のこと。

13

建設資材
製造時

建設建物
の運用時



建設分野における脱炭素化への取組：サプライチェーン排出量

（東京ガス運営 ゼロ炭素ポートHPより作成）
※サンプリングデータ数：N=15 出典：環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム｜取組事例｜業種別取組事例一覧

（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/case_smpl.html）ページ内算定事例資料を編集し、作成。（2024年1月17日時点）

カテゴリ１：
原材料の調達
パッケージングの外部委託
消耗品の調達

使用者による製品の使用
＝建設した建物の運用段階のエネルギー消費に
より発生したGHG

＝建設資材の製造 =建設後の運用
カテゴリ1１：
使用者による製品の使用

14



企業名 目標水準 Scope 基準年 目標年 単位 概要

大林組 1.5℃ 1+2 2019年 2030年 総量 排出量を46.2%削減

3 2019年 2030年 総量 排出量を27.5%削減

鹿島建設 1.5℃ 1+2 2021年 2030年 総量 排出量を42%削減

3 2015年 2030年 総量 販売した製品の使用からの排出量を27.8%削減

五洋建設 1.5℃ 1+2 2019年 2030年 総量 排出量を50%削減

3 2019年 2030年 総量 排出量を30%削減

大和ハウス 1.5℃ 1+2 2016年 2031年 総量 排出量を70%削減

3 2016年 2031年 総量 排出量を63%削減

3 - 2026年 総量 購入した製品・サービスの 排出量の90％に相当するサプ
ライヤーに科学に基づく削減目標を策定させる

1+2+3 2016年 2050年 総量 排出量を90%削減

東急不動産ホールディングス 1.5℃ 1+2 2019年 2030年 総量 排出量を46%削減

3 2019年 2030年 総量 購入した製品・サービス、資本財、販売した製品の使用か
らの排出量を46％削減

戸田建設 1.5℃ 1+2 2020年 2030年 総量 排出量を42%削減

3 2020年 2030年 総量 排出量を25%削減

パシフィックコンサルタンツ 1.5℃ 1+2 2020年 2030年 総量 排出量を90%削減

3 2020年 2030年 総量 排出量を42%削減

三井不動産 1.5℃ 1+2 2019年 2030年 総量 排出量を46.2%削減

3 2019年 2030年 総量 排出量を39.2%削減

三菱地所 1.5℃ 1+2 2019年 2030年 総量 排出量を70%削減

3 2019年 2030年 総量 排出量を50%削減

建設分野における脱炭素化への取組：SBT認定取得済み企業の取組

ゼネコン

ハウスメーカー

不動産会社

建設コンサルタント

出典：環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム SBT詳細資料 4．SBT参加企業 より抜粋して作成。（2025年1月31日時点） 15

500万t-Co2

1600万t-Co2

200万t-Co2

5万t-Co2



建設分野における脱炭素化への取組：大林組の事例

（大林組HP）

Scope3へのアプローチ
 低炭素資材の活用
 ZEBなどの環境配慮型建設の推進

16



建設分野における脱炭素化への取組：大和ハウス工業の事例

（大和ハウス工業HP）

Scope3 カテゴリ11以外へのアプローチが未定

17



建設分野における脱炭素化への取組：東急不動産の事例

（東急不動産ホールディングスHP）

86%

18

14%

（東急不動産ホールディングス
2024年3月期第1四半期

決算説明資料より）

Scope1・2

Scope3（カテゴリ1・2・11）



建設分野における脱炭素化への取組：パシフィックコンサルタンツの事例

設計業において
建設行為や設計建物の運用時の
排出量はScope3に入らない

19

設計における脱炭素の取組みは
クライアントのパートナーとして
脱炭素経営を支援する業務

建設業と比べて
極端に小さい

（パシフィックコンサルタンツHPより）

（日建設計HPより）

（パシフィックコンサルタンツ
HPより）



まとめ

建設関連分野のCO2排出量は日本の全産業の約1/3を占める

→ 構造躯体が関わる建設資材製造による排出量は全体の約1割

建設業界にも脱炭素経営の意識が定着

→ SBT認定取得建設関連企業：28社

企業活動によるCO2排出量のうち、Scope3が9割

→サプライチェーンも含めた脱炭素対策が重要

→躯体材料を含めた建設資材の脱炭素化が必須
20
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